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Ⅰ．はじめに
初めて科学リテラシーという用語を用いたのは，ア
メリカのハードとマッカーディで，今からちょうど
60年前のことである（Hurd, 1958；McCurdy, 1958）．
その後，「科学リテラシーに唯一の定義はない（Fives 

et al., 2014）」といわれる通り，時代や社会の要請を受
けて，その定義は変化し続けてきた（DeBoer, 2000；
Feinstein, 2011；National Research Council [NRC], 1996；
OECD, 2007；Schweingruber et al., 2012）．例えば，ア
メリカ科学振興協会（AAAS）による1989年の定義に
よると，科学リテラシーを備えた人とは，「科学の主
要な概念と原理を理解し，自然界に精通してその多様
性と統一性の双方を意識し，個人的・社会的目的のた
めに科学的知識と科学的な考え方を用いるような人」

を指す（AAAS, 1989）．また1996年には，アメリカ教
育統計センターによって，科学リテラシーとは，「個
人としての意思決定や市民的・文化的な問題への参与，
経済の生産性向上に必要な科学的概念・手法に対する
知識と理解」を指すとされた（NRC, 1996）．さらに，
2015年に実施された国際学習到達度調査（PISA）では，
科学リテラシーは，「思慮深い市民として，科学的な
考えを持ち，科学に関連する諸問題に関与する能力」
と定義され，より具体的には，科学的リテラシーを身
に付けた人は，科学やテクノロジーに関する筋の通っ
た議論に自ら進んで携わり，①現象を科学的に説明す
る，②科学的探求を評価して計画する，③データと根
拠を科学的に解釈することのできる能力（コンピテン
シー）を備えるとされた（OECD, 2016a）．
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このような定義の変遷を見ると，「科学リテラシー
に唯一の定義はない」とは言われるものの，科学リテ
ラシーには科学に関する知識のみならず科学的能力
（コンピテンシー）が不可欠であることがわかる．実
際，科学リテラシーが主要調査分野であった2015年
PISAの評価枠組みでは，科学リテラシーは４つのア
スペクト（知識，コンピテンシー，態度，コンテクス
ト）からなるとされた．また PISA自体は，15歳の生
徒にふさわしいコンテクストにおいて，生徒の知識，
コンピテンシー，態度を調査できるよう作成された．
なお PISAでは，「コンピテンシーは，認識する，解釈
する，解析する，評価するなどの認知的要求（cognitive 

demand）を定義するさまざまな用語により表現され
る」と説明されることから，ここでのコンピテンシー
とは認知的要求を満たす能力と捉えることができる
（OECD, 2016a）．さらに，生徒のコンピテンシーを評
価するにあたり，科学リテラシーが同じく主要調査分
野であった2006年の評価枠組みには存在しなかった
認知的枠組み（cognitive framework）が2015年，新た
に加えられた（OECD, 2016a）．
この2015年の PISAにおいて，科学リテラシーのア
スペクトの中の知識・コンピテンシーを問う試験で，
日本の生徒は参加72ヶ国・地域のうち，シンガポー
ルに次ぐ２位という好成績を収めた（OECD, 2016b）．
なお，日本の生徒は PISAが初めて実施された2000年
以降，２位～６位という高い順位を維持しており，こ
の好成績は今回だけに限ったことではない（表１）
（OECD, 2001；OECD, 2004；OECD, 2007；OECD, 2010；

OCED, 2013a）．

しかし残念ながら，日本の成人にはこの高い科学リ
テラシーが見られない．市民科学リテラシーを調査し
た研究により，日本の成人の科学リテラシーが他の多
くの OECD諸国よりも低い現状が明らかにされた．例
えば，2012年に実施された成人の科学知識に関する調
査では，日本の成人の正答率は56％であり（Kawamoto 

et al., 2011），これは2001年の調査結果（54％）より微増
したものの，他の国や地域，例えばスウェーデン（79％），
カナダ（72％），ドイツ（70％），イギリス（68％），EU

平均（63％），そしてアメリカ（62％）と比べると依
然低い（Kawamoto et al., 2011；Special Eurobarometer, 

2005；National Science Board [NSB], 2012）．
なお上述の調査は，科学に関する知識を調べたもの
である．また成人を対象とした認知的能力の調査は行
われたことがない．そのため，PISAによる15歳の生
徒の結果と，成人の科学知識に関する結果を直接比較
することはできない．しかし，知識と認知的能力を完
全に切り離すことも難しい．Millerが，「幹細胞やナノ
テクノロジーを学んだ成人は一体どのくらいいるだろ
うか」と問い，学校教育後も学び続けることの必要性
を指摘したように（Miller, 2010），近年の科学技術の
進展は著しく，様々な分野で日々新しい知見が得られ
ることから，個人が学び続けることの意義は明白であ
る．ただ，一般市民が科学に関する知見を得ようとす
る場合，その多くがニュースなどのメディアを通した
情報であり（Fives et al., 2014），これら媒体を通した
情報には，なんらかの偏りがあることが多い（Jarman 

and McClune, 2007）．また手法に関する情報が欠如して
いることもある（Dimopoulos and Koulaidis, 2003；Ryder, 

2001）．そのため，このような媒体から必要な情報を
引き出し，個人の意思決定につなげるには，批判的な
思考力や判断力といった認知的能力が必要になる
（Oliveras et al., 2013；Zimmerman et al., 2001）．つまり，
知識を得る過程で認知的能力が必要とされるのである．

Ⅱ．研究課題および研究デザイン
１．研究課題
ここまで述べてきた通り，科学リテラシーにはその
定義上，科学に関する知識だけでなく認知的能力が含
まれる．また特に成人の科学リテラシーを考えた場合，
その知識獲得の過程で認知的能力が要求される．これ
らを踏まえると，科学教育において，認知的能力の習
得がいかに重要かは明らかである．そこで本研究では，

表１　日本－カナダの生徒の科学リテラシーの比較 *1

*1：15歳の生徒を対象として OECDにより３年ごとに
実施される PISAから，日本およびカナダの生徒の科学
的リテラシーの結果のみを抜粋した．
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学校教育で広く用いられる教科書を研究対象とし，教
科書が実際に認知的能力の習得を促すように作成され
ているかどうかを調べることとした．

２．研究デザイン
a．概念枠組み
本研究では，教科書の目指す認知的能力の分析にあ
たり，ブルームの分類法（Bloom’s Taxonomy）を概念
枠組みとして用いた．ブルームの分類法とは，アメリ
カの教育学者ベジャミン・ブルームの著作「教育目標
の分類学：認知領域」（1956）の中で提唱された６段
階の認知領域を指す（図１）．ブルームによると，教
育過程ではこれら６段階の認知領域（１＝知識，２＝
理解，３＝応用，４＝解析，５＝統合，６＝評価）の
習得が望まれるとされ，以降この分類は，様々な教育
現場において授業評価や学力到達基準を規定する際に
用いられてきた．例えばジュンら（2008）は，ブルー
ムの分類法に基づきアメリカの大規模試験（SAT, GRE, 

MCAT）を統計学的に分析し，これらの試験が幅広い
認知領域を問うことをサイエンス誌に発表して，大規
模試験が暗記力に偏りがちだという世間一般の懸念を
払拭した（Zheng et al., 2008）．
2015年，PISAの評価枠組みの中にあらたな認知枠
組みが導入されたことは先に述べた．PISAでは既存
の認知枠組みに基づいて独自の枠組みが作成されたが，
その際に既存の枠組みのひとつとして取り上げられた
のがこのブルームの分類法である．そこで本研究では，
ブルームの分類法に基づいて高校教科書の設問の求め
る認知領域の段階を把握することとした．

b．研究対象の選定とその根拠
研究対象は，高等学校で使用される生物の教科書と
する．科目として生物を選択したのは，生物が物理や
化学に比べて暗記教科として認識される傾向があるこ
とによる．暗記は，ブルームの分類法では第１段階の
記憶として分類され，科学リテラシーの要件として重
要視される高次認知能力（判断力，分析力など）には
該当しない．そこで，あえて生物を研究対象にするこ
とで，暗記に偏りがちだと考えられる科目でも幅広い
認知的能力の習得が可能かを調べることとした．
次に，学校教育の中でも高等学校に注目する理由だ
が，これは高等学校における理科教育が，市民科学リ
テラシーのレベルを維持するにあたり，潜在的な影響
力を持つ可能性があるためである．現在，日本ではお
よそ97％の生徒が高等学校に入学することから，高
等学校が国内の学校教育に大きな影響を及ぼすと示唆
される（文部科学省，2016）．この進学率は大学にな
ると52％まで低下し，さらに理系進学者の割合はそ
の３割弱である（文部科学省，2016）．これは全人口
の１割強に過ぎない．そのため，たとえ大学の理系学
部の現状を把握し，なんらかの対処法が得られたとし
ても，それが一般市民の科学リテラシーに直結すると
は考えにくい．一方，高等学校における理科科目はそ
の進学率の高さを考えると，将来的な市民科学リテラ
シーに多大な影響力を持つ可能性がある．なお，現行
の PISAでは15歳の生徒が研究対象だが，これは日本
では高等学校１年生にあたる．近年の PISAの結果か
ら，日本の生徒が科学に関する高い知識や認知的能力
を持つことが示されていることから，この認知的能力
が高等学校以降はどういう変遷をたどるのかは非常に
興味深い．そこで，本研究では高等学校における理科
教育を研究対象とすることとした．
さらに，教科書を研究対象とする理由だが，これは
その使用が日本では義務づけられているため，全国の
生徒が主な学習材として用いるという現状による．教
科書検定制度により，日本では小学校から高等学校ま
での学校教育において，文部科学省により適切である
と認められた教科図書のみを教科書として使用するこ
とができ，またその使用が義務づけられている（学校
教育法，1947）．教科書制度は国ごとに多様であり，
国定教科書を使う国もあれば，州など地域ごとに推薦
図書が異なる国もある．また各教員の裁量で教科書を
選択できる国や，その使用がまったく義務づけられて図１　ブルームの分類（Bloom, 1956）



岡本：教科書は科学リテラシーの向上に寄与するか6

いない国もある．これら他国と比較すると，日本では
教科書が複数の出版社（教科ごとに異なるが平均する
と３～８社程度）により作成されるとはいえ，文部科
学省による検定を経ることで，比較的均質な教科書が
全国の学校教育で使用されていると考えられる．そこ
で，その普及率の高さに起因する影響力や，生徒に
とっての利便性に基づき，本研究では教科書を研究対
象とすることとした．
最後にカナダを調査の比較対象とした理由だが，こ
れはカナダの科学リテラシーのレベルにある．カナダ
の生徒は日本ほどではないものの，PISAの結果から比
較的高い科学に関する知識やコンピテンシーを持つこ
とが示されている（表１）．そして，さらに興味深い
ことに，カナダでは成人も高い科学リテラシーを持つ
ことが知られる．例えば，先にも述べた成人の科学に
関する知識を調査した研究だが，カナダ成人の科学の
事実知識に関する質問への正答率は72％であり，日本
の56％より高い．また，科学リテラシーを構成するア
スペクトとしては，科学に関する知識や認知的能力以
外に科学に対する態度が含まれるが，この態度もカナ
ダの成人は高い．例えば，その中の質問のひとつであ
る「過去１年の間に科学技術博物館を少なくとも一度
は訪問した」人の割合は，カナダでは32％であった
のに対し，日本ではその半値にあたる16％であった．
さらに，「新しい科学発見や技術発展に興味がある」と
答えたカナダの成人は93％であったのに対し，日本は
51％と大きく下回った（Expert Panel, 2013；Kawamoto 

et al., 2011）．このように，カナダと日本の科学リテラ
シーのレベルは，生徒から成人への過程でいわば「逆
転」することから，なんらかの要因が関与しているの
ではないかと考えられる．そこで，高等教育の関与の
可能性を探るためにも，本研究の比較対象としてカナ
ダを選んだ．

Ⅲ．手法
１．研究対象：教科書と対象箇所
日本およびカナダでは，ともに現在複数の出版社が
作成した教科書を利用することができる．そのため，
まず本研究の対象として適切な教科書を選択しなけれ
ばならない．２国間の比較のため，各国で用いられる
教科書を３冊ずつ選択し，計６冊の教科書を研究対象
とすることとした．
まず日本の場合だが，高校生物の教科書が５社から

出版されている．そこで，東京都におけるシェア上位
３位の出版社により作成された教科書（東京書籍，第
一学習社，数研出版）を用いることとした（東京都教
育庁指導部，2015；浅島ら，2013；嶋田ら，2013；吉
里ら，2013）．一方，カナダでは州ごとに使用される
教科書が異なる．そこで，最大人口の居住するオンタ
リオ州で使用される教科書２冊（Geralds et al., 2011；
Fraser et al., 2012），およびカナダ第３の人口を擁する
ブリティッシュ・コロンビア州で使用される教科書１
冊を選択した（Miller and Levine, 2007）．オンタリオ
州では，州の教育省が推薦する教科書が Trillium Listに
まとめられており，高校生物としては，Nelson Biology 

12（Fraser et al., 2012）もしくは McGraw-Hill Ryerson

（Geralds et al., 2011）が選択できる．一方，ブリティッ
シュ・コロンビア州には同様の州推薦図書リストは存
在せず，現在７冊の教科書が州内の高等学校で生物の
教科書として利用されており，その中から Prentice 

Hall（Miller and Levine, 2007）を研究対象に選んだ．
各国の教科書には内容にばらつきが見られる．分野
ごとに要求される認知的能力に差がある可能性がある
ため，全教科書に共通の「代謝」「細胞」「遺伝子」
「生化学」「生態と環境」の５分野を研究対象とするこ
ととした．なお，日本の高等学校では，生物が「生物
基礎」と「生物」に分かれており，それぞれの履修率
は94.3％および28.2％である（文部科学省，2015）．
「生物基礎」の履修者数が「生物」の履修者数を大き
く上回るが，「生物基礎」はあくまで基礎的な内容に
留まることから，同様の基礎科目がないカナダで用い
られる生物の教科書とは難易度が異なる可能性がある．
難易度が原因で要求される認知的能力に差が生じる可
能性があるため，本研究では，「生物基礎」ではなく
「生物」の教科書を研究対象とした．

２．データ分析
ブルームの分類法に基づく分類は，大学の学部生を
対象とした生物関連の授業担当教員（生物学関連分野
の博士号取得者：協力者）３名に依頼した．各教科書
から無作為に選択した同数の設問（表２：各教科書の
章末問題から60問ずつ）は，選定源を伏せるために
すべて和訳した後，無作為に並び替え，研究協力者に
提供した．なお協力者には本研究の目的は知らされず，
各設問をブルームの分類法の６段階（１＝知識，２＝
理解，３＝応用，４＝解析，５＝統合，６＝評価）に
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分類することが依頼された．分類は３名の協力者がそ
れぞれ独立して行った．
データ分析は，基本的にジュンらの手法に従った

（Zheng et al., 2008）．３名の協力者らによる分類だが，
設問の分類段階が３名もしくは２名間で一致したとき
は，その分類段階を設問の最終的な段階として用いた．
３名の分類が一致しない場合は，その設問を以降の分
析から除外した（表３）．

表２　各教科書に含まれる設問数

*1：各教科書の設問中，分析に用いられた設問の割合を示す．

表３　設問の分類：研究協力者間の分類の一
致度

*1：３者の分類が不一致だったため，分析か
らは除外した．
*2：協力者間の分類が一致した設問数．括弧
内の数値は，分析に用いられた設問中の割合
を示す．

次に，協力者による分類の一致の信頼性（評価者間
信頼性）を調べるため，コーヘンの重み付きカッパ係
数（κ係数）を算出した（J. Cohen, 1968）．重み付きカッ
パ係数を算出したのは，これにより連続的な分類の際
に，協力者間の分類の一致度の検討が可能になるため
である．そこで，95％信頼区間における２者間の重み
付きカッパ係数を線形モデルで算出した（表４）．また
協力者による分類から，全設問数に占める６段階それ
ぞれの分類の割合を算出した（図２）．統計分析は，統
計解析環境 Rを用いた（R development Core Team, 2014）．

Ⅳ．結果
日本およびカナダの高校生物の教科書が求める認知
的能力を特定するため，両国で使用される教科書６冊
（各国３冊）を分析した．教科書に含まれる設問を無
作為に60問ずつ抽出し，それぞれの設問が要求する
認知的能力をブルームの分類法に基づき６段階に分類
した．分類は３名の研究者が独立で実施した．360問
の設問のうち，３名の研究者の分類が一致した質問は
202問（56.1％），２名の研究者の分類が一致した質問
は136問（37.8％）であった．また22問（6.1％）につ
いては３名の研究者の分類が不一致であったため，分
析から除外した（表３）．
３名の研究者による分類にあたり，評価者間信頼性

表４　統計分析により得られたコーヘンのカッパ係数

*1：数値は重み付きカッパ係数±標準偏差で示す．

図２　日本とカナダの教科書の認知的能力のレベル
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を調べるために重み付きカッパ係数を算出した（表
４）．２者間のカッパ係数が0.677～0.687であること
から，３名の協力者による分類に十分高い一致がある
ことが示された．
日本およびカナダの教科書の設問の要求する認知的
能力として得られた結果を図２に示す．この結果から，
日本およびカナダの結果にはそれぞれ独自のパターン
があることがわかる．日本の教科書は，求める認知的
能力が第１段階（知識）である設問が全体の60–83％
を，第２段階（理解）が3–30％を占めた．また高次
認知能力にあたる第４段階以上（解析，統合，評価）
の設問はまったく見られなかった．一方，カナダの教
科書は第１段階から第６段階までが7–27％の割合で
網羅されていた．各段階の設問例を表５に示す．

Ⅴ．考察
本研究では，学校の理科教育で広く用いられる教科
書が認知的能力の習得を促すよう作成されているかを
調べるため，日本およびカナダの高校で広く用いら
れる生物の教科書を研究対象とし，その教科書に含ま
れる設問が要求する認知的能力の段階を分析した．そ
の結果，カナダの教科書では，ブルームの分類法によ
り定義される第１～６段階までの幅広い認知的能力が
設問の回答に要求されるよう作成されたことが明らか

となった．一方，日本の教科書では，主に第１およ
び第２段階，すなわち知識および理解のみが設問の
回答に必要であることから，高次認知能力といわれ
る第４段階～第６段階（解析，統合，評価）の習得
の促進を意図して作成されたようには見受けられな
かった．
今回の研究対象として用いた教科書が，平成30年度
に改訂される予定であるという点には留意しなければ
ならない．本研究から，日本の高校生物の教科書が高
次認知能力を要求する設問を含まないという結果が得
られたが，新しい教科書ではこの点が改善される可能
性もある．なお，今回の研究対象である日本の高校生
物の教科書は，平成21年度に公表された高等学校指
導要領に基づき作成されたものである．この指導要領
によると，教科書改訂の背景には，「21世紀を生きる
子どもたちの教育の充実を図る」ようにという文部科
学大臣からの要請があったこと，また「思考力・判断
力・表現力等の育成」が基本的な課題のひとつとされ
たことが明記されている（文部科学省，2009）．この
思考力・判断力は明らかに高次認知能力を指すことか
ら，平成21年の時点で，その育成がすでに指導要領
に盛り込まれていたことになる．
しかし，本研究の結果，日本の高校生物の教科書は
生徒が高次認知能力を習得できるような構成ではない

表５　ブルームの各段階に対応する教科書の設問例
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ことが明らかとなった．では，一体どこに問題があっ
たのだろうか．
ひとつ考えられるのは，教科書の設問が学習到達目
標を反映していなかったという点である．本研究では，
研究対象を教科書全体ではなく，「教科書に含まれる
設問」と限定した．なお，本研究における「設問」は，
日本の教科書では章末練習問題に該当する．これらが
教科書に含まれるのは，生徒が教科書の内容をどの程
度習得したかを確認し，学期末試験等に備えることが
できるようにするためである．すなわち，設問は学習
内容そのものではなく評価方法のひとつだと解釈する
ことができる．ここで重要なのは，効果的な学習には，
「学習到達目標」，「評価方法」，そして「授業内容」
に一貫性が求められる点である（Biggs, 1996；Brown, 

2001；S. Cohen, 1987）．生徒は様々な動機を抱きながら
学習するが，学校での学びにおいて，「よい成績を収
める」というのは間違いなく重要な目的の一つだと考
えられる．実際，生徒は授業の内容だけでなくその評
価方法も同時に学習し，「試験でよい点数を稼ぐことが
できる」ように，自身を評価方法に適応させる．だか
らこそ，予めその事実を念頭におき，生徒が「授業内
容に加えて評価方法も習得する」ことで，最終的な学
習目標に到達できるように評価方法をデザインしなけ
ればならない．言い換えると，学習到達目標の設定だ
けでは十分とは言えず，生徒が最終的なゴールに辿り
着くには，その評価方法の熟考が求められるのである．
当然ながら，教科書に含まれる設問は唯一の評価方
法ではなく，他の評価方法としては定期試験や大学入
試などが考えられる．また，試験勉強対策用の問題集
などもこれに含まれる．したがって，本研究から得ら
れた結果は，日本の高校生物という教科全体を考えた
ときに，その評価方法と学習到達目標が一致していな
いと結論づけるものではない．そのような全体像の把
握には，例えばジュンらが行ったような大規模試験を
対象とした研究も必要になると考えられる（Zheng et 

al., 2008）．
しかし，教科書中の設問の重要性を無視することも
できない．先に述べたように，日本では教科書検定制
度が導入されており，さらに教科書の使用が義務づけ
られているため，均質な教科書を全国の生徒が主な学
習材として用いるという現状がある．これは世界的に
見ても珍しく，このような状況は，全国の生徒が均質
な教育を受けられることを保証している点から非常に

好ましい．実際，カナダを含む多くの国では，州や地
域ごとの生徒の学力差が問題になっているが，日本で
はこのような問題は見られない．だが，均質な教育だ
からこそ生じる問題も存在する．これは，生物が生存
するには遺伝的多様性が不可欠だというアナロジーを
考えると理解しやすい．遺伝的多様性が失われた生物
は，なんらかの環境的な危機に直面すると，その遺伝
情報の均質性ゆえにあらたな環境に適応ができず，そ
の結果，種として生き延びることはできない．これを
教育に置き換えてみると，日本の場合，均質性を重視
する教育制度を導入した結果，同時にその責任，ここ
では教科書作成とその検定プロセスに課せられる責任
が，図らずも増大してしまった可能性がある．なお，
本研究のから導かれた結果は，あくまで教科書で問わ
れる高次認知能力に関するものであり，決して日本の
教科書検定制度に問題があることを示唆するものでは
ないことは申し添えたい．むしろ，均質な教科書の提
供を可能にする土台がすでに築かれているからこそ，
教科書作成の過程に学習科学の知見がより反映されれ
ば，その速やかな効果が期待できると考える．
日本の高等教育における教科書の重要性を論じるに
あたり，教科書検定制度に加え，実際の授業がどの程
度教科書に依存しているかも考慮しなければならない．
日本・米国・中国・韓国４ヶ国の高校生を対象として，
国立青少年教育振興機構により平成29年に実施された
「高校生の勉強と生活に関する意識調査報告書」によ
ると，日本には授業が教科書中心に行われると感じる
高校生が多いことが明らかとなった．この調査による
と，「教科書に従って，その内容を覚える授業」が
「ほとんどだ」と答えた日本の高校生は41.7％，「半分
以上だ」と答えた高校生は49.5％にのぼり，この２つ
の選択肢を合わせると９割を超える．これに対し，例
えば米国では「ほとんどだ」と答えた高校生は11.0％，
「半分以上だ」と答えた高校生は25.9％であり，授業に
おいて教科書の占める割合が日本ほど高くない．この
結果から，日本の高等学校では，授業中に教科書の果
たす役割が非常に大きいことが示唆される．なお，教
育の実証の場はあくまで授業であり，その最終的な質
は各教員に委ねられる．従って，教員の技量によって
は，授業中に生徒が高次認知能力を習得することが可
能なケースも十分あり得る．しかし，上記の調査から，
多くの高校生が教科書を中心に授業が展開されると感
じている点は念頭に置く必要があるだろう．
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冒頭で述べた科学リテラシーだが，これまでに，国
内の科学リテラシーへの対策として，さまざまな事業
やプロジェクトが国内で展開されてきた．例えば，文
部科学省により平成14年にスーパーサイエンスハイ
スクール（SSH）プログラムが導入されてから15年が
経過した．その効果だが，平成23年に実施された意
識調査では，参加した生徒の60％が「理科・数学の理
論・原理への興味が湧いた」と回答し，さらに57％が，
「学んだ事を応用することへの興味が湧いた」と回答
したことなどから，全体として成功を収めていると見
られる（文部科学省，2011）．しかし，SSHとして指定
される高等学校は決して多くはない．実際，平成28年
度に指定校とされたのは200校であり，これは国内の
高等学校数（3,537校，平成28年５月時点）の６％に満
たない．そのため，このプログラムは将来的に国内の
科学技術を担う人材育成という観点からは非常に期待
されるものの，ややエリート育成の傾向があることか
ら，一般市民に直接影響を及ぼすとは考えにくい．む
しろ，市民科学リテラシーを考える場合，義務教育と
教科書検定制度という日本に特有の制度を活かし，で
きるかぎり多くの生徒の生涯教育につながるような科
学教育を提供するほうが現実的なのではないだろうか．

附記
本研究は，平成28年度　科学研究費助成事業　若
手研究（B）（課題番号70769067）の助成を受けた．
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